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出所：厚生労働省「人ｕ動態調査」（各年版）をもと(こ筆者作成
図３日本人の国際結婚件数の推移
2014（年
様化し、肌や髪の毛、眼の色を指標として、日本人であるかどうかの判断を下す
ことができなくなりつつある。
さらに、国境を越えた人の移動の進展とともに、国境を越えた男女の出会いも
増え、２０１４年には、日本人の結婚の３０組に１組が国際結婚である（図３)。外
国人が日本国籍取得後に婚姻するケースもあるので、エスニックなルーツという
指標で分類すれば「インターマリッジ」の割合はさらに高いと推測される。その
結果、いわゆる「ダブル6」と呼ばれる、エスニックなルーツを日本以外にもつ
日本国籍の子どもも増加傾向にある。
以上のような国籍取得や国際結婚の増加は「日本人」に文化的変容をもたらし
ている。既に、本人は、民族や母語、宗教などにおいて一様ではない。例えば、
文部科学省の調査によると、公立小・中・高等学校等には7,897人の日本語指導
、、、
が必要な日本人児童生徒が在籍していることが報告されている（2014年５月１
日現在）７。もはや、日本人であることと日本語が話せることは必ずしも一致し
なくなっているのである。
つまり、「多文化化する」という第二の側面は、１１本人（国民）自身も文化的
に変容することである。
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3．多文化社会の到来
少し注意深く見渡せば、私たちは、多文化化した日本に気づくことができる。
電車や街中で耳にするさまざまな言語。英語だけでなく、ハングル、中国語、
ポルトガル語、タガログ語やベトナム語で書かれた案内板。もちろん、一時的滞
在者である旅行者のための案内板もあるが、ごみの捨て方など地域社会で生活す
るために必要な`情報を伝える多言語案内板も増えている。これら案内板の言語を
見れば、それぞれの地域にどの言語を母語とする住民が暮らしているかを知るこ
とができるであろう。
情報伝達という点では、エスニック・メディアの存在も、Ｈ本語を母語としな
い人々には欠くことのできないものである。エスニック・メディアとは、居住国
である日本におけるニュースや生活情報、母国や在日同胞に関する情報などを、
外国人住民８の母語ややさしい日本語で提供する新聞や雑誌、ラジオやテレビ放
送などの総称である。近年、インターネットの普及とともに紙媒体のメディアは
減少傾向にあるが､2000年代半ばには､約200種類､１６言語のエスニック･メディ
アが存在していたり。
さらに、飲食店や食材店、レンタルビデオ店や衣料品店などのエスニック・
ショップ。多様な宗教を信仰する人々のための宗教施設。既存の教会で開かれる
英語やスペイン語、タガログ語などによるミサー。これらも、多様なルーツを
もつ外国人住民の存在を示す事象であり、慣れ親しんだ母国の生活を居住国で享
受できる環境を提供することで、国境を越えて暮らす人々の生活や心を支えるも
のである。また、エスニック・ショップや宗教施設は、エスニック・コミュニティ
の結節点の機能も有しており、同国人や同地域出身者と出会い、交流する場にも
なっている。加えて、母国や民族の行事を再現するエスニック・イベントなども
各地で開催されている。これらのイベントの特徴は、ホスト住民である日本人が
主催する従前の国際交流イベントとは異なり、彼／彼女ら自身が主体的に企画運
営していることである。このようなイベントが可能になるのも、外国人住民の滞
在が長期化・定住化していることの証左である。
ところで、５年ごとに政府が実施する国勢調査は、国籍にかかわらず、日本に
居住するすべての人を調査対象者としており、当然、日本語を十分に理解しない
人々も対象者に含まれている。そのため、ニューカマーの増加への対応として、
1990年調査で初めて、英語以外に中国語や韓国・朝鮮語、ポルトガル語、スペ
イン語、フランス語やドイツ語などの対訳集が準備された。その後、1995年、
2000年、2005年と対応言語は追加され、２０１０年調査では、英語を含めて２７言
語の対訳表が作成された'0。まさにこれも、多文化社会・「]本を象徴する１つの
事象であるといえよう。
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4．むすびにかえて
n本は確実に多文化化しており、社会の構成員は変化している。友人や知人と
して、地域社会の隣人や職場の同僚として、馴染みのスーパーや飲食店の店員と
してなど、さまざまな場、で、私たちは多様なルーツをもつ人々に出会っている
はずである。けれども残念ながら、この社会は、いまなお、ロ本語を母語とする
従来の「日本人」を前提として基本的な制度が構築されている。そして、ホスト
住民の多くも､多様な文化的背景をもつ人々の存在を忘れがちである。そのため、
制度の前提として、あるいは社会の構成員として想定されていない人々は、しば
しば、不自由な思いをしたり、不都合なことがらに直面せざるをえないⅡ。いじ
めや差別を経験する者もいる。言葉の壁、制度の壁、心の壁ゆえである。
一方で、これらの壁を超えるためのグラスルーツ的な実践も着実に行われてお
り、その活動の蓄積は、少しずつではあるが、制度や人々の意識を変えている。
古くはオールドタイマーを中心とした差別撤廃運動、その後に続く、主にニュー
カマーを対象とした生活相談や労働相談、n本語教室などの多様な活動が各地で
積み重ねられてきたことが、自治体や国を動かしていることも確かである。
2006年３月、総務省は「多文化共生推進プラン」を策定し、各自治体に多文
化共生推進のための取iMlみを促すことになった]2．当該プランに先行する『多文
化共生の推進に関する研究会報告書』（2006年３月）では、外国人住民は「地域
社会の構成員」であると位置づけられている。
阪神・淡路大震災では、日本語が十分にわからないために、日本人以上に不安
と混乱に陥る外国人住民が多数いたが、東Ｈ本大震災では、発震直後からＮＰＯ
などによる多言語情報の提供が行われ'3、それらの経験をふまえて、外国人住民
向けの避難訓練を行っている自治体も少なくない。Ｈ本語が十分ではない児童生
徒が公立学校に在籍するようになって以降、ボランティアベースの市民活動や学
校の課外活動として、Ⅱ本語学習支援が各地で行われてきていたが､2014年４月、
文部科学省は｢1本語教育を「特別の教育課程」として正規の課程に位置づけるに
至った''・
列挙した事例は幾多の取組みの一部に過ぎないが、一方で、こうした変化は、
多文化化する社会の進行に十分に対応できているとは言えず、今なお多くの壁が
存在している。
私たちは、多文化化する社会の現実に目を向け、多様なルーツをもつ人々が、
真に社会の構成員として「共に生きる」ことができる社会を築くためにはどうし
たらよいかを考え、かつ行動に移していく必要があるだろう。
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注１UnitedNations,ZWaTrle"αＭﾌﾉh圧mat/bI7a/MigBm"rSYDcA3・Ｔｂｅ２Ｗ３ルロis/b"、
２２０１２年７月、外国人登録法が廃止され、出入国管理及び難民認定法のもとに新しい在
留管理制度が導入された。新制度導入後は、従来の外国人登録者数に代わって、在留
外国人数が､}1本で生活する外国人数を示す数として使用されている。在留外国人とは、
特別永住者（''1植民地Ⅱ}身者とその子孫）と中長期在留者（在｣fW資格「外交」と「公用｣、
「短期滞在」を除き、３月を超える在留資格をもつ者）である。
３１９０という数値のなかには､}1本政府が「国家」として承認していないため､統計上「地
域」として計_上されているものも含まれていることから、１１三式には「ＩＲＩ家・地域」と
表記される。なお、在留外国人のなかには無国籍者もいる（2014年末：５９８人)。
４国立社会保障・人'１問題研究所2012「日本の将来推計人口（平成24年１月推計)｣。
５鈴木江理子2014「加速する外国人受け入れ政策」「Ｍネット」２０１４年１０月号、移住労
働者と連帯する全国ネットワーク、pp3-5・宮島喬・鈴木江理子2014「外国人労働者
受け入れ政策を問う」岩波書店。
６日本人と外国人の両親のもとに生まれた子どもは､一般的に「ハーフ」と呼ばれている。
これは、「日本人」を基準として「血統」の継承が２分の1であることを示す表現であ
る。これに対して、２つの文化を受け継ぐ存在であることを積極的に評Illiしようという
意図から､当事者や支援者を中心として「ダブル」という表現を使用することも多くなっ
ている。
７文部科学省「１１本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（平成26年度)｣。
ニューカマーの増加とともに、日本語が十分ではない児童生徒が公立学校に在籍する
ようになったことから、文部科学省は（当時は文部省）は、1990年度より当該調査を
実施しており、1997年度調査より、日本語指導が必要な'１本人児童生徒の統計もとる
ようになった。なお、２０１４年度調査の当該児童生徒のうち1,535人（19.4％）は、海外
からの帰同児童生徒である。
８本稿では、’五1籍にかかわらず、外国にルーツをもつ住民を「外'五１人住民」と表記する。
９中野克彦2004「エスニック・ネットワークとエスニック・メディア」国立民族博物館「多
みんぞ〈ニホンー在}|外同人のくらし－１
１０２０１５年調査でも、２０１０年と同じ２７言語の対訳票が作成された。国勢調査担当者への
聞き取りによると、２７言語の対訳を用意することによって、’1本で生活する外国人の
およそ９割の人の言語を網羅することができるとのことである。
１１鈴木江理子2004「多文化社会における社会システム再構築のための基礎研究一日本に
おける多文化主義の実現に向けてPart3」フジタ未来経営研究所。鈴木江理子2005「従
来の制度のなかで外ＩＲＩ人が直面する課題」依光jl2哲編『}|本の移民政策を考える一人
’1減少社会の課題』明石書店、pp90-ll5。
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ｌ２もちろん、これ以前から、国レベルの外国人政策の不備を補うために、独自に外国人施
策を行ってきた自治体もある。
１３鈴木江理子２０１２「東日本大震災が問う多文化社会．日本一「共に生きる」ために」駒
井洋監．鈴木江理子編『東日本大震災と外国人移住者たち』’１１]石書店、pp9-32o
14日本語指導が必要な児童生徒に対する小中学校等での日本語教育が、教育課程上位置
づけられ、指導計画及びその実績を学校設置者に提出することが定められた。ただし、
特別の教育課程を編)Ⅲ実施するかどうかは、校長判断に委ねられている。文部科学
省初等中等教育局長「学校教育法施行規則の一部を改正する省令等の施行について（通
知)」（文科初第928号、２０１４年１月)。
１７０
